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１　土地開発公社の事業概況

　（１）土地開発公社の位置づけ

　当公社は、昭和４５年２月民法法人として設立され、昭和４８年３月に「公有地の拡大の

推進に関する法律」（昭和４７年法律第６６号）に基づき「地方公共団体に代わって土地の

先行取得を行うこと等を目的」とした公法人として組織変更され、現在に至っている。

　主な業務は次のとおりであり、公共用地取得業務を通じ、社会資本整備の推進に寄与して

いる。

○土地造成事業

　住宅用地の造成事業その他土地の造成に係る公営企業に相当する事業のうち、内陸工業

用地の造成事業

○あっせん等事業

　地方公共団体その他の公共的団体の委託に基づき、土地の取得のあっせん、調査、測量、

その他これらに類する業務を行う事業

　（２）土地開発公社を取り巻く現状

　長期に亘る地価の停滞や公共事業の抑制により、土地開発公社の一義的役割である先行取

得の必要性が低下するなど、公社を取り巻く経営環境は依然として厳しい状況が続いている。

　しかしながら、本県は、全国的に見て社会資本の整備が遅れており、また、震災や地球温

暖化による自然災害の激甚化に備えるため、今後も様々な社会資本の整備や防災対策などに

対する県民の要請は高まるものと思われ、当公社としては、その専門性を十分に生かし、複

雑・高度化する用地取得を円滑・迅速に進め、本県の社会資本の整備の推進に寄与していく

ことが責務であると認識している。

　このような中で、県が用地取得体制の効率化と公社経営の安定化のため平成２４年度から

導入した「用地補償業務委託」制度によるあっせん業務の受託により、県の社会資本の整備

の推進に着実に貢献するとともに、当公社の経営の改善が図られ、平成２６年度より黒字に

転換した。

　令和２年度は、青森中核工業団地に係る特別損失として土地整備準備引当金繰入額を計上

Ⅰ　事 業 報 告 書
（自 令和６年４月１日　至 令和７年３月３１日）



したことにより赤字決算となったが、令和３年度以降は再び黒字決算となっている。

２　事 業 実 績

　土地造成事業は、青森中核工業団地の整備工事等に要する費用で、１億４，１８８万

６，０００円、あっせん等事業は、県からの用地補償業務委託費で、取得面積は１２万

１，２０４．８９㎡、金額は用地費、補償費等を合わせて１４億６，２４２万

２，５０４円、土地造成事業とあっせん等事業の合計は１６億４３０万８，５０４円で、

対前年度比約３５．５％減となっている。

　青森中核工業団地は、平成１２年７月から分譲を開始し、全６７分譲区画のうち、令

和６年度に分譲した２区画を含めて４４区画が分譲済みであり、分譲率は約５８．８％

となっている。

　賃貸事業は、平成１７年７月から開始し、５区画が貸付済みとなっている。

　分譲・賃貸を合わせた面積ベースでの利用率は約６５．２％となっている。

　事業の実施状況は３～４ページのとおりとなっている。

３　今後の課題

　令和５年度に策定した新たな中期経営計画（令和６年度～令和１０年度）に基づき、

社会基盤の整備に寄与するため、受託業務の確実な履行と健全経営の維持に努める。

　あっせん等事業については、今後とも県の「用地補償業務委託」制度を活用して公社

の安定した経営基盤の確立を図り、さらに一層の経費節減に努める。

　青森中核工業団地造成事業については、更なる分譲促進のために分譲用地及び賃貸用

地の適正な維持管理に努める。



○事業の実施状況

委　　託　　先 

　　事　業　名

①土地造成事業

青森中核工業団地造成事業（青森市大字合子沢

地内ほか） 継続 県 4 141,886,000

計（１件） 4 141,886,000

②あっせん等事業

津軽新城停車場油川線道路改築（交安）工事

（青森市大字新城）ほか 継続 県 0 0

継続 県 0 0

継続 県 0 0

国道279号道路改良工事（横浜町横浜北ＢＰ）

ほか 継続 県 0 0

計（５６件） 0 0

4 141,886,000

契約等件数 金　　　額

合　　計（５７件）

事

新規継続の別  工 事 費 等

弘前柏線道路改築工事（弘前市大字中崎）ほか

八戸環状線道路改良工事（八戸市市川町）ほか



（ 単 位 ： ㎡ 、円 ）

0 0.00 0 0 0 4 141,886,000

0 0.00 0 0 0 4 141,886,000

39 18,659.98 52,246,975 47 286,831,734 86 339,078,709

62 12,073.88 41,112,008 69 540,615,490 131 581,727,498

24 11,552.21 40,098,982 39 275,799,570 63 315,898,552

74 78,918.82 73,741,185 21 151,976,560 95 225,717,745

199 121,204.89 207,199,150 176 1,255,223,354 375 1,462,422,504

199 121,204.89 207,199,150 176 1,255,223,354 379 1,604,308,504

備考

契約件数 面　　　積 金　　　額 契約件数 金　　　額 契約件数 金　　　額

業 実 績

用　　　　地　　　　費 補　償　費 合         計



　Ⅱ　決 算 財 務 諸 表

１.財　産　目　録

２.損 益 計 算 書

３.貸 借 対 照 表

４.キャッシュ・フロー計算書



令和７年３月３１日現在

3,627,443,977

① 普通預金 631,925,597 1,383,925,597

　㈱青森みちのく銀行　

定期預金 752,000,000

　㈱青森みちのく銀行　

② 事業未収金 20,022,300 30,618,422

その他の未収金 10,596,122

③ 2,212,881,949

223,033.13㎡

④ 17,875

⑤ 134

495,602,003

① 有形固定資産 150,786,758

ア． 青森県共同ビル区分所有権

149,397,343

イ． 1,389,415

② 無形固定資産 3,651,820

ア．電話加入権 505,820

イ． 青森県共同ビル財務会計システムほか

3,146,000

③ 投資その他の資産 341,163,425

ア．長期定期預金 ㈱青森みちのく銀行 10,000,000

イ．

41,000.25㎡ 331,163,425

ウェブサイトSSL更新費用ほか

未収収益

工具、器具及び備品 電話設備ほか4点

定期預金受取利息

前払費用

２．固 定 資 産

賃貸事業の用に供する土地 青森中核工業団地賃貸用地（5区画）

その他の無形固定資産

建物又はその附属設備

　用地補償業務委託料

　青森県共同ビル共益費ほか

青森中核工業団地造成事業用地完成土地等

１．財産目録

１．流 動 資 産

資 　産   の　 部 摘　　　　　　　　要 金　　　額

現金及び預金

未収金

資 　産　 合　 計 4,123,045,980



(単位：円)

116,756,166

① 事業未払金 5,659,089 18,347,753

その他の未払金 12,688,664

② 前受収益 3,054,000

③ 預り金 市町村民税ほか 361,830

④ 引当金 賞与引当金 5,980,583 94,992,583

　令和7年6月支給期末勤勉手当

89,012,000

（1年以内）

２．固 定 負 債 2,203,084,397

① 長期借入金 証書借入金 1,919,529,776

　青森県

② 引当金 退職給付引当金 82,239,611 245,736,321

　公社職員 9名

163,496,710

③ 長期預り金 37,818,300

（5社）ほか 

2,319,840,563

1,803,205,417

負 　債   の 　部 摘　　　　　　　　要 金　　　額

１．流 動 負 債

　青森中核工業団地固定資産税ほか

青森中核工業団地4月分賃貸料（5区画）

未払金

　令和6年度消費税ほか

土地整備準備引当金

青森中核工業団地賃貸借契約保証金

負　　債　　合　　計

土地整備準備引当金

差　引　正　味　財　産



(単位:円)　　

１．事　業　収　益

① 土地造成事業収益

ア. 599,360,000

イ. 36,648,000 636,008,000

② 附帯等事業収益

ア. 16,880 16,880

③ あっせん等事業収益 109,002,300 745,027,180

２．事　業　原　価

① 土地造成事業原価

ア. 443,364,662

イ. 17,743,200 461,107,862

② あっせん等事業原価 68,483,637 529,591,499

215,435,681

３．販売費及び一般管理費 52,047,838

163,387,843

４．事　業　外　収　益

① 253,118

② 共同ビル賃貸収益 27,060,684

③ 946,150 28,259,952

５．事　業　外　費　用

① 共同ビル管理費 40,423,488 40,423,488

151,224,307

６．特　別　利　益

① 土地整備準備引当金取崩額 105,528,950 105,528,950

７．特　別　損　失

① 土地整備準備引当金繰入額 13,934,000 13,934,000

242,819,257

造成地賃貸原価

事　業　総　利　益

事　 業   利   益

受 取 利 息

雑 収 益

経　 常   利   益

当　期　純　利　益

完成土地等売却原価

２． 損 益 計 算 書　
(自　令和6年4月1日　　至　令和7年3月31日）

完成土地等売却収益

造成地賃貸収益

附帯事業収益



(単位:円)　　

１．流　動　資　産

① 1,383,925,597

② 30,618,422

③ 2,212,881,949

④ 17,875

⑤ 134

流動資産合計 3,627,443,977

２．固　定　資　産

① 有形固定資産

ア. 315,310,409

減価償却累計額 165,913,066 149,397,343

イ. 3,326,100

減価償却累計額 1,936,685 1,389,415

有形固定資産合計 150,786,758

② 無形固定資産

ア. 505,820

イ. 3,146,000

無形固定資産合計 3,651,820

③ 投資その他の資産

ア. 長期定期預金 10,000,000

イ. 賃貸事業の用に供する土地 331,163,425

投資その他の資産合計 341,163,425

固定資産合計 495,602,003

資産合計 4,123,045,980

工具、器具及び備品

電話加入権

その他の無形固定資産

建物又はその附属設備

現 金 及 び 預 金

未 収 金

完 成 土 地 等

前 払 費 用

未 収 収 益

３． 貸 借 対 照 表
(令和7年3月31日現在）

資　産　の　部



(単位:円)　　

１．流　動　負　債

① 18,347,753

② 3,054,000

③ 361,830

④

ア. 賞与引当金 5,980,583

イ. 89,012,000 94,992,583

流動負債合計 116,756,166

２．固　定　負　債

① 1,919,529,776

②

ア. 退職給付引当金 82,239,611

イ. 163,496,710 245,736,321

③ 37,818,300

固定負債合計 2,203,084,397

負債合計 2,319,840,563

１．資　本　金

① 10,000,000

資本金合計 10,000,000

２．準　備　金

① 1,550,386,160

② 242,819,257

準備金合計 1,793,205,417

資本合計 1,803,205,417

負債及び資本合計 4,123,045,980

当 期 純 利 益

資　本　の　部

土地整備準備引当金

長 期 預 り 金

前 期 繰 越 準 備 金

基 本 財 産

未 払 金

前 受 収 益

預 り 金

引 当 金

長 期 借 入 金

引 当 金

土地整備準備引当金(1年以内)

負　債　の　部



（単位：円）

Ⅰ．事業活動によるキャッシュ・フロー

　①公有地取得事業収入 0

　②土地造成事業収入 636,024,880

　③その他事業収入                                                                                                                                                                                                                                                                300,512,236

　④補助金等収入 0

　⑤公有地取得事業支出 0

　⑥土地造成事業支出

　　　　ア.取得に係る支出

　　　　イ.管理に係る支出 △ 56,703,249 △ 56,703,249

　⑦その他事業支出 △ 70,348,557

　⑧人件費支出 △ 28,391,500

　⑨その他の業務支出 △ 214,607,982

小計 566,485,828

　⑩利息の受取額 253,186

事業活動によるキャッシュ・フロー 566,739,014

Ⅱ．投資活動によるキャッシュ・フロー

　①投資有価証券の取得による支出 0

　②投資有価証券の売却による収入 0

　③定期預金の預入による支出 △ 752,000,000

　④定期預金の払戻による収入 645,000,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 107,000,000

Ⅲ．財務活動によるキャッシュ・フロー

　①短期借入による収入 0

　②短期借入金の返済による支出 0

　③長期借入による収入 0

　④長期借入金の返済による支出 △ 105,545,830

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 105,545,830

Ⅳ．現金及び現金同等物増加額（又は減少額） 354,193,184

Ⅴ．現金及び現金同等物期首残高 277,732,413

Ⅵ．現金及び現金同等物期末残高 631,925,597

注記

１：現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,383,925,597

預金期間が３ヶ月を超える定期預金 △ 752,000,000

合計 631,925,597

４．キャッシュ・フロー計算書

  （自 令和6年4月1日　至 令和7年3月31日）



注 記 事 項 

 

１．重要な会計方針 

 

 (1) 土地開発公社経理基準要綱 

    「土地開発公社の経理について」 （昭和 54年 12月 19日付け自治政第 13号）による土

地開発公社経理基準要綱 （ 「土地開発公社の経理について」の一部改正について（平成 17

年１月 21日総行地第 148号、以下「新要綱」という。））に準拠している。 

 

 (2) 棚卸し資産の評価基準及び評価の方法 

   完成土地等…評価基準は個別法、評価の方法は原価法によっている。 

 

 (3) 固定資産の減価償却の方法 

   固定資産は定額法によっている。 

   耐用年数は法人税法に規定する耐用年数を適用している。 

 

 (4) 引当金の計上基準 

  ア．賞与引当金 

    役員及び職員に対する賞与の支給にあてるため、将来の支払見込額のうち当期に発

生した額を計上している。 

  イ．退職給付引当金 

    職員の退職給付に備えるため、当期末の自己都合退職による期末要支給額の全額を

計上している。 

  ウ．土地整備準備引当金 

    青森中核工業団地未売却用地について、進出企業の要請による再分割工事及び天災

による補修等費用を各年度積立し、計上している。 

 

 (5) 消費税等の会計処理方法 

   消費税及び地方消費税の会計処理は税込経理方式によっている。 



４　理事会開催状況

第１３２回理事会開催 令和　６年　５月２９日

第１３３回理事会開催 令和　７年　３月２５日

令和７年度事業計画案

令和７年度予算案

青森県土地開発公社就業規則の一部を改正する規則案

令和　７年　３月２５日 令和６年度事業計画の一部変更計画案

令和６年度補正予算（第２号）案

専決処分した事項の報告及び承認を求めることについて

議　　　　決　　　　事　　　　項

議 決 年 月 日 件　　　　　　　　　　名

令和　６年　５月２９日 令和５年度事業報告及び決算の認定

令和７年度資金計画案

青森県土地開発公社職員退職手当支給規程の一部を改正する規程案

青森県土地開発公社財務規程の一部を改正する規程案

令和６年度資金計画の一部変更計画案
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